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原 著

介護予防「口腔機能向上」プログラム対象者選定項目と
歯科医療ニーズとの関連
―要介護者を対象とした分析―
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概要：2006 年より開始された介護予防事業の口腔機能向上プログラム対象者の選定は，基本チェックリスト等を用いて
実施されている．高齢者では，う蝕や歯周疾患等があるにもかかわらず，歯科受診率はきわめて低いことが指摘されてい
る．そこで，口腔機能向上プログラムで用いられている選定項目で歯科医療ニーズの把握ができるかを明らかにすること
を本研究の目的とした．

軽度の要介護高齢者に対して，基本チェックリスト口腔機能向上関連 3 項目，口腔内の衛生状態，反復唾液嚥下テスト
の選定項目を調査した．未処置のう蝕，CPI コード，義歯の補綴や調整の必要性の有無を歯科医療ニーズとして診査し，前
述の選定項目との関連について解析を行った．

分析対象者 88 名（男性 36 名，女性 52 名，平均年齢 77.5±8.2 歳）のうち，未処置のう蝕，CPI コード 2 以上，義歯の補
綴や調整が必要のいずれかに該当する者は 78.4％ であった．歯科医療ニーズの有無を目的変数にしたロジスティック回帰
分析で，基本チェックリストの水分でのむせの該当者は，歯科医療ニーズを有する者が多かった（調整後オッズ比 9.9

［95％ CI：1.2，82.9］）．しかし，歯科医療ニーズを有する者のうち水分でのむせの質問項目に該当する者は 33.3％ を占める
にすぎなかった．

現行の選定項目で，歯科医療ニーズをすべて把握することは困難であった．介護予防口腔機能向上事業を行う際，歯科
医療ニーズの把握方法の開発や歯科医療との連携の必要性が示唆された．
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はじめに

2006 年 4 月に介護保険制度が改正され，予防重視型の
介護予防事業がスタートした．介護予防事業の三本柱は，
運動器の機能向上，栄養改善および口腔機能の向上のプ
ログラムである．口腔機能向上プログラムは，摂食嚥下
機能が重視され，口腔ケア，健口体操および構音や発音
訓練などが実施されている．摂食嚥下機能の低下は，低
栄養1，2）に関連し，日常生活動作（ADL）の低下3，4），認知
機能の低下5，6）と関わりがあり，誤嚥性肺炎発症のリスク
の要因であるとされる4，7）．口腔機能向上プログラムに

は，要支援や要介護状態でない高齢者（一般高齢者）に
対しての地域支援事業における施策のほかに，要支援者
に対する予防給付，要介護者に対する介護給付での口腔
機能向上加算が存在する8）．

一般高齢者のうち口腔機能の低下のおそれがある虚弱
な者には，地域支援事業の特定高齢者施策が実施される．
この特定高齢施策の対象者（特定高齢者）の選定は，一
般高齢者に対して以下の項目で行われている．1）基本
チェックリスト口腔機能向上関連 3 項目「半年前に比べ
て固いものが食べにくくなりましたか」，「お茶や汁物等
でむせることがありますか」，「口の渇きが気になります
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